


































































































































































































































































ヤ避難民到来の可能性を論じているとわかり，1935（昭和 10）年でなく 38（昭和 13）年
秋のものである公算が高い．「チ」という文字は「独」，「墺」と列記されているのでチェ
コの意である公算が高いが 48，チェコでは 38年 9月 23日のミュンヘン協定に伴うズデー
テン地方割譲とともにユダヤ避難民発生が予期される状況となったので本欄外記入の成立
はそれ以降となる．「ウィン電報」49への言及があり，これは欄外記入がユダヤ避難民対策
を主題とすることから避難民に言及した昭和 13年 9月 30日発在ウィーン山路総領事より
外務大臣宛の電報第 39号 50である可能性が高く，同電報は翌 10月 1日に到着したので 51，
本欄外記入が記されたのは 38年 10月以降ということになる．「内務，猶太人ノ判別甚タ
困難」52との記述があり，内務省が同年 10月に導入されたドイツによるユダヤ人旅券への
Jの字の刻印を知らなかったとわかるが，この事実を外務省は 38年 10月 20日付公信で
関係当局 53に通知したから，それ以前に欄外記入は成立している．そして外務省がユダ
ヤ避難民への対処方針を発信した昭和 13年 10月 7日付の公信 54に言及がないので，よ
り以前の会議と思われる．
つまり，「独逸避難民ニ関スル件」への欄外記入は 1938（昭和 13）年 10月初旬のユダ
ヤ避難民対策を論じた会議の記録であり「米国課長」の発言と「ウィン電報」に言及があっ
てを記録しているので 55，私見では，同欄外記入は隈部種樹外務省亜米利加局第三課長が









53 JACAR, B04013205200，昭和 13年 10月 20日沢田外務次官より館哲二内務次官，萩原彦三拓務次官，
三浦直彦関東州庁長官宛公信米三機密合第四九〇四号「猶太避難民ノ入国ニ関スル件」（『猶太人問題』
第 4巻）．
54 JACAR, B04013205200，昭和 13年 10月 7日付近衛文麿外務大臣より各在外公館宛公信米三機密合第
1447号「猶太避難民ノ入国ニ関スル件」（『猶太人問題』第 4巻）．
55 前掲「独逸避難民ニ関スル件」．











































































































































































































































































陸軍中央との関係で安江仙弘は 1939（昭和 14）年 11月 1日に阿南惟幾陸軍次官と直接
面談して議論したことに言及して，「中央ノ決定ニ俟ツ外ナイ」として中央の支持をほの




た．小山猛男は 1941（昭和 16）年 7月 10日付で矢部中佐に書簡を送り満鉄により満鉄
特別調査班の解体，人員縮小が内示されたことを伝えて，「本機関を設置せしめたる当初
の軍側意向か既に変化を来たし居り，それが今回の当班業務縮少に反映」したものか尋ね















109 JACAR, C01003705300，昭和 16年 7月 10日付小山猛男より矢部中佐宛書簡（「満鉄特別調査班に関す
る件」昭和 16年『陸満密大日記』第 10冊）．矢部中佐については，太田少佐が参謀本部第 8課所属で
あったことも勘案して，おそらく参謀本部第 8課の矢部忠太中佐．参照，JACAR, C13070923800，「大
本営陸軍部将校，各部将校，高等文官職員表　昭和 16年 8月 19日調」．
110 JACAR, C01003705300，昭和 16年 7月 17日付木村兵太郎陸軍次官より吉本貞一関東軍参謀長宛電報
陸満密電七九号（「満鉄特別調査班ニ関スル件」昭和 16年『陸満密大日記』第 10冊）．起元庁は軍務
局軍務課．米国の研究者 Gao Bei の見解「安江大佐が地位を去った七ヶ月後に陸軍省は関東軍に特別
調査班を解散してユダヤ問題調査の人員を 10名から 4名に減らすように命じた」は誤解に基づく（Gao 
Bei, Shanghai Sanctuary: Chinese and Japanese Policy toward European Jewish Refugees during World War II, 







陸軍省は 41（昭和 16）年 7月の太平洋戦争開戦前の時期まで満鉄特別調査班のユダヤ問
題研究を信頼していた．同年夏の時期に安江の諮問を受けた特別調査班の研究は，日本が
率先してユダヤ人に対して信頼を得るための措置を行う政策を提示するに至った．このよ
うにしてみると陸軍でも内部に複数の競合する政策方針が存在して，陸軍中央のユダヤ人
政策に対する見解と安江路線には一定程度の共通性があったのであり，安江路線を陸軍の
大勢と対立するものとして理解することは，それが正当である場合もあるにしても，いつ
も適切というわけでもない．もちろん安江と満鉄特別調査班の努力はユダヤ人居住地区設
定のような成果に結びつきはせず，かれらの思想も皇道精神主義的な陶酔や反ユダヤ主義
的な妄想から自由ではなかったが，それでも昭和戦前期から太平洋戦争期の日本で，より
強硬で過激な反ユダヤ主義者に対抗する意味を持っていた．
